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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第20期

中間連結会計期間
第21期

中間連結会計期間
第20期

会計期間
自 2025年４月１日
至 2025年９月30日

自 2026年４月１日
至 2026年９月30日

自 2025年４月１日
至 2026年３月31日

売上高 (千円) 336,842 315,653 727,157

経常利益又は経常損失(△) (千円) △76,165 46,126 △142,265

親会社株主に帰属する中間(当期)純損
失(△)

(千円) △86,537 △41,667 △925,575

中間包括利益又は包括利益 (千円) △86,537 △41,667 △925,575

純資産額 (千円) 205,074 76,774 △447,251

総資産額 (千円) 1,088,394 808,652 410,795

１株当たり中間(当期)純損失(△) (円) △35.02 △12.28 △361.82

潜在株式調整後１株当たり
中間(当期)純利益

(円) － － －

自己資本比率 (％) 18.7 9.3 △109.1

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 106,887 24,967 200,063

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △93,223 △87,523 △166,296

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 68,781 493,549 189,776

現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

(千円) 150,504 722,596 291,602
 

(注) １.当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

　　 ２.潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式は存在するものの１株当たり中間(当期)

純損失金額であるため記載しておりません。

 
２ 【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

中間連結会計期間において、当半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営者が連

結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識している以下

の主要なリスクが発生しております。

なお、文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものでありま

す。

 
（継続企業の前提に関する重要事象等について）

当社グループは、2024年３月期より３期連続で営業損失、経常損失、親会社株主に帰属する当期純損失を計上

し、当中間連結会計期間においては、62,312千円の営業利益、46,126千円の経常利益を計上した一方で、特別損失

としてソフトウエア仮勘定（無形固定資産）に係る減損損失87,448千円を計上したことを主因として、親会社株主

に帰属する中間純損失41,667千円を計上しており、継続的かつ安定的な収益基盤の確立には至っておりません。

以上により、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しております。当社グループ

では、これらの状況を解消するため、以下の対応策を実施してまいります。

 
(a)収益力の改善（既存事業の競争力強化／M&Aの実施）

これまでの取り組みとしては、2025年４月より既存顧客に対する月額固定料の20％値上げを行うなど

「Bplats® Platform Edition」の提供価格の改定、顧客専用環境運用に係る業務委託費の確保などにより、売上

高拡大を図っており、１契約あたりのストック収入平均単価は着実に増加傾向にあります。また、前期首より営

業所管部門を再編することにより営業力の増強を実施し、大型開発案件の獲得に注力しております。また、当社

の安定的な収益源である光コラボレーション事業者支援システムを刷新しマーケットを拡大すべく「Bplats®

Collabo」として2025年10月より提供開始するなど、新たなマーケットへの取り組みや製品投入による売上高拡

大に努めております。

今後の短期的な取り組みとしては、中核事業である主力製品汎用型サブスクリプション統合プラットフォーム

「Bplats® Platform Edition」のサービス展開において、急速に市場参入が相次ぐ「生成AIサービス事業者」向

けのAIマネタイズ支援「AI×Monetization」という新たな取り組みを既に始めておりますが、今後一層強化して

まいります。この取り組みにおいては、前連結会計年度の第４四半期連結会計期間において、１社に対する初期

費用としては創業以来最大規模の受注額となる大型案件を生成AIサービス事業者から獲得し、既に具体的な成果

が出始めております。2026年７月には、AIエージェント本格導入を支援する技術特化型企業による「AI導入支援

コンソーシアム」を発足し、同コンソーシアム会員企業のサービスや商品をワンストップで紹介するマーケット

プレイスを公開しております。また、同コンソーシアム会員企業でもあるクウジット株式会社とは、AI設計支援

基盤の構築業務支援に関する事業提携契約を締結し、サービス提供を開始しております。創業以来培ったサブス

クリプション課金ビジネスのノウハウを生成AI特有の複雑な料金計算・請求管理へと応用することで、国内にお

ける生成AIサービスの事業化と市場拡大を支援しながら、収益力の向上を図ってまいります。

今後の中長期的な取り組みとしては、中核事業としております主力製品汎用型サブスクリプション統合プラッ

トフォーム「Bplats® Platform Edition」の展開に加え、IoT事業やDX事業を自社事業の取り組みの一部として

取り組む企業などとの連携による「Bplats® Platform Edition」を活用した新ビジネス創出等により、収益ポー

トフォリオの拡大を検討してまいります。当社との事業シナジーのある事業会社をターゲットとしたM&A及び資

本業務提携を含めた戦略的な事業拡大を通じて、当社グループ全体として持続的な収益構造の改善と企業価値の

向上を実現し、損益の改善を目指します。

 
(b)各種コスト削減施策の強化及び推進

売上原価において、収益圧迫要因となっていた通信インフラコストについては大幅な削減が実現しており、既

に削減後の水準で安定的に推移しておりますが、当連結会計年度においても調達の最適化等を行うことにより更

なる削減に取り組んでまいります。また、厳選採用や組織統合・人員配置換え等による労務費・人件費・採用教

育費の削減、開発案件に応じた外注加工費（SES）の削減等の具体的なコスト削減を継続的に実施しており、一

定の効果は実現しておりますが、当連結会計年度についてはAI活用による品質向上・開発効率の向上及び全社的

な業務効率化の徹底により、更なるコスト管理を実現し、黒字体質への転換を目指してまいります。
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(c)戦略的事業パートナーとの資本業務提携等による財務基盤強化

当社は、前連結会計年度において第６回新株予約権の発行とその一部行使、及び第１回無担保転換社債型新株

予約権付社債の発行により、キャッシュ・フロー改善と資本増強を実施しております。加えて、2026年５月29日

開催の取締役会において、第７回新株予約権（行使価額修正条項付）を発行することについて決議し、2026年６

月15日付にて払込手続が完了しております。当中間連結会計期間においては、第６回及び第７回新株予約権の権

利行使が進捗し、合計で560,928千円の資金調達が実施されております。この結果、当中間連結会計期間末にお

ける現預金残高については722,596千円となり、短期有利子負債残高を大幅に上回る水準に到達しております。

また、当中間連結会計期間末の純資産の残高は76,774千円となり、債務超過を解消しております。これら新株予

約権及び新株予約権付社債の割当先であるGP上場企業出資投資事業有限責任組合の管理・運営を行うグロース

パートナーズ株式会社とは事業提携契約を締結して各種の経営支援を受けております。

また、同社に限らず新たな事業面での戦略的パートナーとの連携など各種資本政策及び資金調達に関する諸施

策を幅広く検討してまいります。当社グループは、これらの対応により、資本増強や財務基盤の改善に取り組ん

でまいります。

 
しかしながら、これらの対応策は進捗の途上であり、今後の事業計画における売上高及び営業キャッシュ・フ

ローの獲得は外部環境要因に依存する部分も大きいことから、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性

が認められます。なお、中間連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、継続企業の前提に関する重要

な不確実性の影響を中間連結財務諸表に反映しておりません。
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２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中における将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものでありま

す。

 
(1)財政状態及び経営成績の状況

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、企業業績や株式市場の堅調さを背景に緩やかな回復が続いているも

のの、物価高の定着による消費者マインドへの影響のほか、金利上昇がもたらす企業・家計への影響や不安定な海

外情勢などにより、先行き不透明な状況が続いております。

当社グループを取り巻く事業環境としては、近年消費者の価値観が「所有」から「利用」、「モノ」から「コ

ト」へ変化する中で、「サブスクリプションビジネス」がBtoCの分野で先行的に拡大しており、すでに「サブスク

リプション」はビジネスモデル変革の一つのキーワードとして広く業界に認知されるに至っております。また、近

年は、技術革新に加え、社会生活の態様の変化を踏まえ、日本企業によるデジタル・トランスフォーメーション

（DX）への取り組みが一層進み、生成AIやAIエージェントの実業務への導入の動きが本格化しつつあります。これ

らを背景とした企業のIT投資は引き続き拡大していくものと思料しております。

  このような環境において、当社グループは創業以来「情報基盤の創造によって、より豊かな社会の実現に貢献す

る」ことを理念とし、「サブスクリプションをすべてのビジネスに」をテーマに、サブスクリプション統合プラッ

トフォーム「Bplats®」の開発・提供を一貫して行っております。サブスクリプション型ビジネスへの転換・事業創

出のニーズは各産業に通底するものであり、当社プラットフォームを展開しうる業域は広いため、今後も事業機会

は増加していくものと想定しております。また、中長期的には、社会生活の態様の変化から日本企業によるデジタ

ル・トランスフォーメーション（DX）への取り組みが一層進み、日本企業のビジネスモデルのサブスクリプション

型ビジネスへの転換が従来よりも加速していく可能性もあり、その場合には、当社の主力製品である汎用型サブス

クリプション統合プラットフォーム「Bplats® Platform Edition」は、より一層の支持を受けるものと期待されま

す。

当社グループでは、全てのサブスクリプションビジネスを取り込み得る将来的な拡販の可能性とそれに伴う企業

成長を目指し、2017年半ばより汎用製品である「Bplats® Platform Edition」を主力製品として、当期においても

引き続きその拡販に注力しており、日本企業のデジタル・トランスフォーメーション（DX）を支援するプラット

フォームシステムとして着実な事業進捗を重ねているものと判断しております。

また、「Bplats® Platform Edition」で実現する「エコシステムがつながる」という当社の強みの機能向上を推

進し、多様なニーズに対応すべく、新たなオプション機能の開発を継続的に進めております。特に、自社のサブス

クリプションサービスを他事業者のサブスクリプションマーケットプレイスを通じて提供できるサービス「Bplats®

Connect」を活用すると、大手のサブスクリプションマーケットプレイスを展開する事業者に自社のサブスクリプ

ションサービスを登録し新しい顧客層にサービスや商品を提供することや、複数の「Bplats®」の利用者が集まって

一つのマーケットプレイス型サイトを新たに開設することによりスマートシティやスマートビルディングといった

個々の目的にあった新たなマーケットプレイスに参加する各企業のサブスクリプションを簡単に取りまとめ新規の

ビジネスを立ち上げることが可能になります。

当社といたしましては、このように主力製品「Bplats® Platform Edition」の機能向上を進めつつ、前期首より

再編・強化された営業所管部門による直販営業の強化に加え、販売パートナーの拡充と販売パートナーへの営業支

援を強化し、受注拡大に注力しております。また、「Bplats® Platform Edition」に加えて、2025年10月には、従

前より提供していた光コラボレーション事業者支援システムを刷新し、「Bplats® Collabo（ビープラッツ・コラ

ボ）」として提供を開始しております。

こうした販売戦略を通じ新規契約及びアップグレード案件獲得とそれに伴う１社あたりの顧客単価拡大に注力す

ることで、引き続き中長期的な成長を目指して当社グループの顧客基盤及びサブスクリプション収益（ストック型

の月額収益、オプション追加収益）の拡大に努めてまいります。当中間連結会計期間においては、売上高に占める

ストック収入の割合は82.5％（前年同期79.6％／2.8pt増）と、引き続き収益の大きな柱となっております。

市場の拡大に向けた取り組みの強化としては、急速に市場参入が相次ぐ「生成AIサービス事業者」向けのAIマネ

タイズ支援を「AI×Monetization」という新たな取り組みとして強化しております。この取り組みにおいては、前

連結会計年度の第４四半期連結会計期間において、１社に対する初期費用としては創業以来最大規模の受注額とな

る大型案件を生成AIサービス事業者から獲得し、既に具体的な成果が出始めております。2026年７月には、AIエー

ジェント本格導入を支援する技術特化型企業による「AI導入支援コンソーシアム」を発足し、同コンソーシアム会

員企業のサービスや商品をワンストップで紹介するマーケットプレイスを公開しております。また、同コンソーシ

アム会員企業でもあるクウジット株式会社とは、AI設計支援基盤の構築業務支援に関する事業提携契約を締結し、
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サービス提供を開始すると共に、2026年8月には、AI駆動開発支援基盤「AMANEX（アマネックス）」の販売を開始し

ております。「AMANEX」とは、“あまねく、たどりつく。Everywhere, everything, within reach.”をコンセプト

とした巨大なソースコード群を解析し、設計書・ER図・DB定義・依存関係・モジュール仕様を自動生成するAI駆動

開発支援基盤となっております。創業以来培ったサブスクリプション課金ビジネスのノウハウを生成AI特有の複雑

な料金計算・請求管理へと応用することで、国内における生成AIサービスの事業化と市場拡大を支援しながら、収

益力の向上を図ってまいります。

 
このような取り組みの結果、当中間連結会計期間における売上高については、スポット収入・ストック収入とも

に減少し、315,653千円（前年同期比6.2％減）となりました。また、損益面については、前連結会計年度にソフト

ウエア（無形固定資産）について減損処理したために減価償却費の計上が大きく減少したことを主因として売上原

価が減少し、営業利益は62,312千円（前年同期は66,708千円の営業損失）、経常利益は46,126千円（前年同期は

76,165千円の経常損失）となりました。一方で、11月12日付け公表の「営業外費用及び特別損失（減損損失）の計

上、通期連結業績予想の修正並びに個別業績予想に関するお知らせ」のとおり、ソフトウエア仮勘定（無形固定資

産）について、減損損失87,448千円を計上したこと等により、親会社株主に帰属する中間純損失は41,667千円（前

年同期は86,537千円の親会社株主に帰属する中間純損失）となりました。

 
また、当中間連結会計期間末における当社グループの財政状態については下記のとおりとなっております。

(資産)

当中間連結会計期間末の総資産は808,652千円となり、前連結会計年度末に比べ397,857千円の増加となりまし

た。

流動資産は808,306千円となり、前連結会計年度末に比べ397,786千円の増加となりました。これは主に、現金及

び預金が430,994千円増加したこと、売掛金が29,937千円減少したこと等によります。

固定資産は346千円となり、前連結会計年度末に比べ70千円の増加となりました。

(負債)

当中間連結会計期間末の負債合計は731,878千円となり、前連結会計年度末に比べ126,168千円の減少となりまし

た。

流動負債は393,820千円となり、前連結会計年度末に比べ98,003千円の減少となりました。これは主に、１年内返

済予定の長期借入金が32,300千円減少したこと、株主優待引当金が32,765千円減少したこと等によります。

固定負債は338,057千円となり、前連結会計年度末に比べ28,164千円の減少となりました。これは主に、長期借入

金が28,166千円減少したこと等によります。

(純資産)

当中間連結会計期間末の純資産合計は76,774千円となり、前連結会計年度末に比べ524,025千円の増加となりまし

た。これは主に、新株予約権の権利行使による新株の発行、譲渡制限付株式報酬としての新株の発行により資本金

及び資本剰余金がそれぞれ282,679千円増加したこと、親会社株主に帰属する中間純損失の計上により利益剰余金が

41,667千円減少したこと等によります。

なお、当社は、2026年６月22日開催の定時株主総会の決議に基づき、2026年８月１日付で減資の効力が発生し、

資本金を96,430千円、資本準備金を324,267千円減少し、その他資本剰余金に振り替えるとともに、その他資本剰余

金420,698千円を繰越利益剰余金に振り替え、欠損填補を実施しました。これらの資本金及び資本準備金の額の減少

並びに欠損填補は貸借対照表の純資産の部における勘定科目間の振替処理であり、純資産額に変更はありません。

 

(2)キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物(以下、「資金」という。)の残高は、前連結会計年度末に比

べ430,994千円増加し、722,596千円となりました。当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそ

れらの要因は、次のとおりであります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

　営業活動の結果得られた資金は24,967千円（前年同期は106,887千円の獲得）となりました。これは主に、減損損

失87,448千円等の資金の支出を伴わない費用の計上や、売上債権の減少額29,937千円等で資金が増加した一方で、

税金等調整前中間純損失41,322千円、株主優待引当金の減少額32,765千円、未払消費税等の減少額26,032千円等で

資金が減少したことによるものであります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

　投資活動の結果支出した資金は87,523千円（前年同期は93,223千円の支出）となりました。これは主に、システ
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ム開発に伴う無形固定資産の取得による支出87,336千円等で資金が減少したことによるものであります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

　財務活動の結果得られた資金は493,549千円（前年同期は68,781千円の獲得）となりました。これは主に、新株予

約権の行使による株式の発行による収入559,162千円等で資金が増加した一方で、長期借入金の返済60,466千円等で

資金が減少したことによるものであります。

 
３ 【重要な契約等】

当中間連結会計期間において、重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 8,000,000

計 8,000,000
 

 
② 【発行済株式】

 

種類
中間会計期間
末現在発行数(株)
(2026年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2026年11月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 4,634,098 4,925,098
東京証券取引所
グロース市場

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式であり
ます。
なお、単元株式数は100株であ
ります。

計 4,634,098 4,925,098 ― ―
 

(注) １．提出日現在発行数には、2026年11月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行され

た株式数は、含まれておりません。

２．発行済株式のうち72,118株は、譲渡制限付株式報酬として、金銭報酬債権（93,905千円）を出資の目的とす

る現物出資により発行したものであります。

 
 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

② 【その他の新株予約権等の状況】

当中間会計期間において発行した新株予約権は、以下のとおりであります。

第７回新株予約権（2026年６月15日発行）

決議年月日 2026年５月29日

新株予約権の数（個）　※ 20,051　

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個)　※ ―

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数
（株）　※

普通株式　2,005,100　(注)２

新株予約権の行使時の払込金額（円）　※ 当初行使価額　371円　(注)３・４

新株予約権の行使期間　※ 2026年６月16日～2030年６月15日　(注)５

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発
行価格及び資本組入額（円）　※

(注)７

新株予約権の行使の条件　※ 本新株予約権の一部行使はできないものとします。

新株予約権の譲渡に関する事項　※
本新株予約権の譲渡については、当社取締役会の承認を
要する。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事
項　※

―
 

本新株予約権は、行使価額修正条項付新株予約権であります。

※　新株予約権の発行時（2026年６月15日）における内容を記載しております。

(注)１．当該行使価額修正条項付新株予約権の特質

(1)本新株予約権の目的となる株式の総数は2,005,100株、割当株式数((注)２に定義する。)は100株で確定し

ており、株価の下落により行使価額((注)３に定義する。)が修正されても変化しない(但し、(注)２に記

載のとおり、調整されることがある。)。なお、株価の下落により行使価額が修正された場合、本新株予
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約権による資金調達の額は減少する。

(2)行使価額の修正基準

2026年６月16日以降、本新株予約権の各行使請求の効力発生日(以下「修正日」という。)の直前の取引日

(株式会社東京証券取引所(以下「東京証券取引所」という。)において売買立会が行われる日をいう。但

し、東京証券取引所において当社普通株式のあらゆる種類の取引停止処分又は取引制限(一時的な取引制

限も含む。)があった場合には、当該日は「取引日」に当たらないものとする。以下同じ。)の東京証券取

引所における当社普通株式の普通取引の終値(同日に終値がない場合には、その直前の取引日の終値)の

90%に相当する金額(計算の結果1円未満の端数が生じる場合は、その端数を切り上げた金額。以下「修正

日価額」という。)が、当該修正日の直前に有効な行使価額を１円以上上回る場合又は下回る場合には、

行使価額は、当該修正日以降、修正日価額に修正される。

(3)行使価額の修正頻度

前項の記載に従い修正される。

(4)行使価額の下限等

(注)３第(3)号に従い修正される行使価額の下限は、164円とする(但し、(注)４第(1)号乃至第(8)号に定

めるところに従って行使価額に対して行われる調整と同様の方法による調整に服する。)。

(5)割当株式数の上限

本新株予約権の目的となる株式の数は2,005,100株(2026年3月31日現在の発行済株式総数に対する割合は

68.86%)、割当株式数は100株で確定している(但し、(注)２に記載のとおり、調整されることがある。)。

(6)繰上償還条項等

本新株予約権は、(注)６に従い、全部取得されることがある。

(7)本新株予約権がすべて行使された場合の資金調達額の下限

本項第(4)号に記載の下限行使価額にて本新株予約権がすべて行使された場合の資金調達額は、

331,042,010円である。但し、本新株予約権は行使されない可能性がある。

２．本新株予約権の目的である株式の種類及び数

(1)本新株予約権の目的である株式の種類及び総数は、当社普通株式2,005,100株(本新株予約権１個当たりの

目的である株式の数(以下「割当株式数」という。)は100株)とする。但し、本項第(2)号及び第(3)号によ

り割当株式数が調整される場合には、本新株予約権の目的である株式の総数は調整後の割当株式数(以下

「調整後割当株式数」といい、本項第(2)号及び第(3)号に定める調整前の割当株式数を「調整前割当株式

数」という。)に応じて調整される。

(2)当社が(注)４に従って行使価額(以下に定義する。)の調整を行う場合には、割当株式数は次の算式により

調整される。但し、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てる。なお、かかる算式における調整前行

使価額及び調整後行使価額は、(注)４に定める調整前行使価額及び調整後行使価額とする。

　調整後割当株式数 ＝
調整前割当株式数 × 調整前行使価額

調整後行使価額
 

(3)調整後割当株式数の適用開始日は、当該調整事由に係る(注)４第(2)号、第(3)号、第(5)号、第(6)号及び

第(8)号による行使価額の調整に関し、各号に定める調整後行使価額を適用する日と同日とする。

(4)割当株式数の調整を行うときは、当社は、調整後割当株式数の適用開始日の前日までに、本新株予約権を

有する者(以下「本新株予約権者」という。)に対し、かかる調整を行う旨及びその事由、調整前割当株式

数、調整後割当株式数並びにその適用開始日その他必要な事項を書面で通知する。但し、適用開始日の前

日までに上記通知を行うことができない場合には、適用開始日以降速やかにこれを行う。

３．本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又は算定方法

(1)各本新株予約権の行使に際して出資される財産は金銭とし、その価額は、行使価額に割当株式数を乗じた

額とする。

(2)本新株予約権の行使に際して出資される当社普通株式１株当たりの金銭の額(以下「行使価額」という。)

は、371円(当該行使価額を、以下「当初行使価額」という。)とする。なお、行使価額は、次号又は次項

第(1)号乃至第(8)号に定めるところに従い修正又は調整されることがある。

(3)2026年６月16日以降、本新株予約権の各行使請求の効力発生(修正日)の直前の東京証券取引所における当

社普通株式の普通取引の終値(同日に終値がない場合には、その直前の取引日の終値)の90%に相当する金

額(計算の結果１円未満の端数が生じる場合は、その端数を切り上げた金額。)(修正日価額)が、当該修正

日の直前に有効な行使価額を１円以上上回る場合又は下回る場合には、行使価額は、当該修正日以降、修

正日価額に修正される。但し、上記の計算の結果算出される金額が下限行使価額(以下に定義する。)を下

回る場合には、修正後の行使価額は下限行使価額とする。「下限行使価額」とは、164円をいう(但し、下

限行使価額は次項第(1)号乃至第(8)号に定めるところに従って行使価額に対して行われる調整と同様の方

法による調整に服する。)。

４．行使価額の調整

(1)当社は、本新株予約権の発行後、本項第(2)号に掲げる各事由により当社の発行済普通株式数に変更を生

じる場合又は変更を生じる可能性がある場合は、次に定める算式(以下「新株発行等による行使価額調整

式」という。)により行使価額を調整する。

調整後

行使価額
＝
調整前

行使価額

 既発行普通

株式数
＋

発行又は

処分株式数
×

１株あたりの発行

又は処分価額

×
時価

既発行普通株式数＋発行又は処分株式数
 

(2)新株発行等による行使価額調整式により本新株予約権の行使価額の調整を行う場合及びその調整後行使価
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額の適用時期については、次に定めるところによる。

(イ)時価(本項第(4)号(ロ)に定義される。)を下回る払込金額をもって当社普通株式を新たに発行し、又は

当社の保有する当社普通株式を処分する場合(無償割当てによる場合を含む。)(但し、譲渡制限付株式

報酬制度に基づき、当社又は当社の子会社の取締役、監査役その他の役員又は従業員に当社普通株式を

交付する場合、新株予約権(新株予約権付社債に付されたものを含む。)の行使、取得請求権付株式又は

取得条項付株式の取得、その他当社普通株式の交付を請求できる権利の行使によって当社普通株式を交

付する場合、及び合併、会社分割、株式交換又は株式交付により当社普通株式を交付する場合を除

く。)

調整後行使価額は、払込期日(募集に際して払込期間を定めた場合はその最終日とし、無償割当ての場

合はその効力発生日とする。)の翌日以降、又はかかる発行若しくは処分につき株主に割当てを受ける

権利を与えるための基準日がある場合にはその日の翌日以降これを適用する。

(ロ)株式の分割により普通株式を発行する場合

調整後行使価額は、株式の分割のための基準日の翌日以降これを適用する。

(ハ)時価を下回る価額をもって当社普通株式を交付する定めのある取得請求権付株式又は時価を下回る価額

をもって当社普通株式の交付を請求できる新株予約権(新株予約権付社債に付されたものを含む。)を発

行又は付与する場合(但し、当社又は当社の子会社の取締役、監査役その他の役員又は従業員に対して

ストック・オプション目的で発行される普通株式を目的とする新株予約権を除く。)調整後行使価額

は、取得請求権付株式の全部に係る取得請求権又は新株予約権の全部が当初の条件で行使されたものと

みなして新株発行等による行使価額調整式を適用して算出するものとし、払込期日(募集に際して払込

期間を定めた場合はその最終日とし、新株予約権の場合は割当日とする。)の翌日以降又は(無償割当て

の場合は)効力発生日の翌日以降これを適用する。

(ニ)当社の発行した取得条項付株式又は取得条項付新株予約権(新株予約権付社債に付されたものを含む。)

の取得と引換えに時価を下回る価額をもって当社普通株式を交付する場合

調整後行使価額は、取得日の翌日以降これを適用する。

(ホ)上記(イ)乃至(ハ)の場合において、基準日が設定され、かつ、効力の発生が当該基準日以降の株主総

会、取締役会その他当社の機関の承認を条件としているときには、上記(イ)乃至(ハ)にかかわらず、調

整後行使価額は、当該承認があった日の翌日以降これを適用する。この場合において、当該基準日の翌

日から当該承認があった日までに本新株予約権の行使請求をした本新株予約権者に対しては、次の算出

方法により、当社普通株式を交付する。

交付普通

株式数＝

（調整前行使価額－調整後行使価額） ×

調整前行使価額により

当該期間内に交付された

普通株式数

調整後行使価額
 

この場合、１株未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、現金による調整は行わない。

(3)(イ)当社は、本新株予約権の発行後、下記に定める特別配当の支払いを実施する場合には、次に定める算

式(以下「特別配当による行使価額調整式」といい、新株発行等による行使価額調整式と併せて「行使価

額調整式」という。)をもって行使価額を調整する。

調整後

行使価額
＝
調整前

行使価額
×

時価 － １株あたりの特別配当

時価
 

「１株当たりの特別配当」とは、特別配当を、剰余金の配当に係る当該事業年度の最終の基準日におけ

る本新株予約権１個当たりの目的となる株式の数で除した金額をいう。１株当たり特別配当の計算に

ついては、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を四捨五入する。

(ロ)「特別配当」とは、2030年６月15日までの間に終了する各事業年度内に到来する配当に係る各基準日に

つき、当社普通株式１株当たりの剰余金の配当(会社法第455条第２項及び第456条の規定により支払う

金銭も含む。金銭以外の財産を配当財産とする剰余金の配当の場合には、かかる配当財産の簿価を配当

の額とする。)の額に当該基準日時点における本新株予約権１個当たりの目的である株式の数を乗じて

得た金額の当該事業年度における累計額をいう。

(ハ)特別配当による行使価額の調整は、各事業年度の配当に係る最終の基準日に係る会社法第454条又は第

459条に定める剰余金の配当決議が行われた日の属する月の翌月10日以降これを適用する。

(4)その他

(イ)行使価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を切り捨てる。

(ロ)行使価額調整式で使用する時価は、新株発行等による行使価額調整式の場合には調整後行使価額を適用

する日(但し、本項第(2)号(ホ)の場合は基準日)又は特別配当による行使価額調整式の場合には当該事

業年度の配当に係る最終の基準日に先立つ45取引日(以下に定義する。)目に始まる30連続取引日の東京

証券取引所における当社普通株式終値の平均値(終値のない日数を除く。)とする。この場合、平均値の

計算は、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を切り捨てる。

(ハ)新株発行等による行使価額調整式で使用する既発行株式数は、株主に割当てを受ける権利を与えるため

の基準日がある場合はその日、また、かかる基準日がない場合は、調整後行使価額を適用する日の１ヶ

月前の日における当社の発行済普通株式数から、当該日における当社の有する当社普通株式の数を控除

した数とし、当該行使価額の調整前に本項第(2)号に基づき交付されたものとみなされた当社普通株式

のうち未だ交付されていない当社普通株式の数を加えた数とする。また、当社普通株式の株式分割が行

われる場合には、新株発行等による行使価額調整式で使用する発行又は処分株式数は、基準日における

当社の有する当社普通株式に割り当てられる当社普通株式の数を含まないものとする。
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(ニ)行使価額調整式により算出された行使価額と調整前行使価額との差額が１円未満にとどまるときは、行

使価額の調整は行わないこととする。但し、次に行使価額の調整を必要とする事由が発生し行使価額を

算出する場合は、行使価額調整式中の調整前行使価額に代えて、調整前行使価額からこの差額を差し引

いた額を使用するものとする。

(5)本新株予約権の発行後、本項第(6)号に掲げる各事由により当社の普通株式数に変更を生じる場合又は変

更を生じる可能性がある場合で、当社普通株式の新たな発行又は当社の保有する当社普通株式の処分にお

ける払込金額(本項第(6)号(ロ)の場合は、取得請求権付株式に係る取得請求権又は新株予約権を当初の発

行条件に従い行使する場合の当社普通株式1株当たりの対価、本項第(6)号(ハ)の場合は、取得条項付株式

又は取得条項付新株予約権を取得した場合の当社普通株式１株当たりの対価(総称して、以下「取得価額

等」という。)が、本項第(6)号において調整後行使価額の適用開始日として定める日において有効な行使

価額を下回る場合には、行使価額は当該払込金額又は取得価額等と同額に調整される。

(6)本項第(5)号により行使価額の調整を行う場合及び調整後行使価額の適用時期については、次に定めると

ころによる。

(イ)当社普通株式を新たに発行し、又は当社の保有する当社普通株式を処分する場合(但し、無償割当て又

は株式の分割による場合、新株予約権(新株予約権付社債に付されたものを含む。)の行使、取得請求権

付株式又は取得条項付株式の取得、その他当社普通株式の交付を請求できる権利の行使によって当社普

通株式を交付する場合、及び合併、会社分割、株式交換又は株式交付により当社普通株式を交付する場

合を除く。)調整後行使価額は、払込期日(募集に際して払込期間を定めた場合はその最終日とする。)

の翌日以降、又はかかる発行若しくは処分につき株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日があ

る場合はその日の翌日以降これを適用する。

(ロ)当社普通株式を交付する定めのある取得請求権付株式又は当社普通株式の交付を請求できる新株予約権

(新株予約権付社債に付されたものを含む。)を発行又は付与する場合調整後行使価額は、払込期日(募

集に際して払込期間を定めた場合はその最終日とし、新株予約権の場合は割当日とする。)の翌日以降

又は(無償割当ての場合は)効力発生日の翌日以降これを適用する。但し、株主に割当てを受ける権利を

与えるための基準日がある場合には、その日の翌日以降これを適用する。

(ハ)当社の発行した取得条項付株式又は取得条項付新株予約権(新株予約権付社債に付されたものを含む。)

の取得と引換えに当社普通株式を交付する場合調整後行使価額は、取得日の翌日以降これを適用する。

(ニ)本号(イ)及び(ロ)の場合において、基準日が設定され、かつ、効力の発生が当該基準日以降の株主総

会、取締役会その他当社の機関の承認を条件としているときには、本号(イ)及び(ロ)にかかわらず、調

整後行使価額は、当該承認があった日の翌日以降これを適用する。この場合において、当該基準日の翌

日から当該承認があった日までに本新株予約権の行使請求をした新株予約権者に対しては、本項第(2)

号ホに定める算出方法により、当社普通株式を追加的に交付する。

(7)本項第(1)号、第(3)号及び第(5)号のうち複数の規定に該当する場合、調整後行使価額がより低い金額と

なる規定を適用して行使価額を調整する。

(8)本項第(2)号、第(3)号及び第(6)号の行使価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、

当社は、本新株予約権者と協議の上、その承認を得て、必要な行使価額の調整を行う。

(イ)株式の併合、合併、会社分割、株式交換又は株式交付のために行使価額の調整を必要とするとき。

(ロ)その他当社の発行済普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生により行使価額の調整を必

要とするとき。

(ハ)当社普通株式の株主に対する普通株式以外の種類の株式の無償割当てのために行使価額の調整を必要す

るとき。

(ニ)行使価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後行使価額の算出にあ

たり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。

(9)前項第(3)号により行使価額の修正を行う場合、又は本項第(1)号乃至本項第(8)号により行使価額の調整

を行うとき(下限行使価額が調整されるときを含む。)は、当社は、あらかじめ書面によりその旨並びにそ

の事由、修正前又は調整前の行使価額、修正後又は調整後の行使価額及びその適用開始日その他必要な事

項を本新株予約権者に通知する。但し、適用開始日の前日までに上記の通知を行うことができないとき

は、適用開始日以降速やかにこれを行う。

５．本新株予約権を行使することができる期間

本新株予約権者は、2026年６月16日から2030年６月15日(但し、(注)６に従って当社が本新株予約権の全部を

取得する場合には、当社による取得の効力発生日の前銀行営業日)までの間(以下「行使期間」という。)、い

つでも、本新株予約権を行使することができる。但し、行使期間の最終日が銀行営業日でない場合にはその

前銀行営業日を最終日とする。行使期間を経過した後は、本新株予約権は行使できないものとする。上記に

かかわらず、以下の期間については行使請求ができないものとする。

(1)当社普通株式に係る株主確定日(会社法第124条第１項に定める基準日をいう。)及びその前銀行営業日(振

替機関の休業日でない日をいう。)

(2)振替機関が必要であると認めた日

(3)組織再編行為(以下に定義する。)をするために本新株予約権の行使の停止が必要であると当社が合理的に

判断した場合は、それらの組織再編行為の効力発生日の翌日から14日以内の日に先立つ30日以内の当社が

指定する期間中は、本新株予約権を行使することはできない。この場合には停止期間その他必要な事項を

あらかじめ本新株予約権者に通知する。「組織再編行為」とは、当社が消滅会社となる合併契約の締結、

当社が分割会社となる吸収分割契約の締結若しくは新設分割計画の作成又は当社が他の会社の完全子会社

となる株式交換契約の締結、株式移転計画の作成若しくは株式交付親会社が当社の発行済株式の全部を取

得することを内容とする株式交付計画の作成又はその他の日本法上の会社組織再編手続で、かかる手続に
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より本新株予約権に基づく当社の義務が他の会社に引き受けられることとなるものをいう。

６．本新株予約権の取得事由

当社は、当社が合併(合併により当社が消滅する場合に限る。)をする場合、株式交換、株式移転若しくは株

式交付により他の会社の完全子会社となる場合、又は東京証券取引所において当社の普通株式が上場廃止と

される場合、会社法第273条の規定に従って15取引日前に通知をした上で、当社取締役会で定める取得日に、

本新株予約権１個当たり110円の価額で、本新株予約権者(当社を除く。)の保有する本新株予約権の全部を取

得する。

７．本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

(1)本新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式１株の発行価格

本新株予約権の行使により発行する当社普通株式１株の発行価格は、行使請求に係る各本新株予約権の行

使に際して払い込むべき金額の総額に、行使請求に係る各本新株予約権の発行価額の総額を加えた額を、

(注)２第(1)号に記載の株式の数で除した額とする。

(2)本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金

(イ)本新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第

１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じた

ときは、その端数を切り上げるものとする。

(ロ)本新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、上記(イ)記載の資

本金等増加限度額から上記(イ)に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

８．本新株予約権の行使請求の方法

(1)本新株予約権を行使する場合、(注)５記載の本新株予約権を行使することができる期間中に(注)９記載の

行使請求受付場所を宛先として、行使請求に必要な事項をFAX、電子メール又は当社及び当該行使請求を

行う本新株予約権者が合意する方法その他合理的な方法により通知するものとする。

(2)本新株予約権を行使する場合、前号の行使請求の通知に加えて、本新株予約権の行使に際して出資される

財産の価額の全額を、現金にて(注)10記載の払込取扱場所の当社の口座に振り込むものとする。

(3)本新株予約権の行使請求は、(注)９記載の行使請求受付場所に対する行使請求に必要な全部の事項の通知

が行われ、かつ当該本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額の全額が前号に定める口座に入金

された日に効力が発生する。

９．行使請求受付場所

ビープラッツ株式会社　管理本部

10．払込取扱場所

株式会社みずほ銀行　日本橋支店

11．新株予約権証券の不発行

当社は、本新株予約権に関して、新株予約権証券を発行しない。

12．企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第９項に規定する場合に該当する場合にあっては、同項に規定す

るデリバティブ取引その他の取引の内容

該当事項なし。

13．本新株予約権に表示された権利の行使に関する事項について割当先との間の取り決め内容

(1)譲渡制限

割当先は、当社取締役会の決議による当社の承認なく、本新株予約権を譲渡することができないもの

とする。

(2)制限超過行使

本新株予約権につき、所定の適用除外の場合を除き、割当先は、制限超過行使(以下に定義する。)を

行うことができず、当社は、割当先による制限超過行使を行わせてはならないものとする。

「制限超過行使」とは、本新株予約権の行使をしようとする日を含む暦月において当該行使により取得す

ることとなる株式数が本新株予約権の払込期日における上場株式数の10%を超えることとなる場合におけ

る当該10%を超える部分に係る本新株予約権の行使をいう。割当先は、本新株予約権を行使する場合、あ

らかじめ、当社に対し、本新株予約権の行使が制限超過行使に該当しないかについて確認を行う。割当先

が本新株予約権を転売する場合、あらかじめ、転売先となる者に対し、(i)当社との間で制限超過行使に

係る内容を約束させ、また、(ii)転売先となる者がさらに第三者に転売する場合には、当該転売先をし

て、当社との間で同様の内容を合意させることを約束させるものとする。

14．当社の株券の売買について割当先との間の取り決めの内容

該当事項なし。

15．当社の株券の貸借に関する事項について割当先と当社の特別利害関係者等との間の取り決めの内容

該当事項なし。

16．その他投資者の保護を図るため必要な事項

該当事項なし。
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(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

当中間会計期間において、行使価額修正条項付新株予約権付社債券等に係る新株予約権が以下のとおり、行使さ

れました。

第６回新株予約権

 
中間会計期間

(2026年４月１日から2026年９月30日まで)

当該中間会計期間に権利行使された当該行使価額修正条項付

新株予約権付社債券等の数(個)
1,300

当該中間会計期間の権利行使に係る交付株式数(株) 130,000

当該中間会計期間の権利行使に係る平均行使価額等(円) 432

当該中間会計期間の権利行使に係る資金調達額(千円) 56,160

当該中間会計期間の末日における権利行使された当該行使価

額修正条項付新株予約権付社債券等の数の累計(個)
5,600

当該中間会計期間の末日における当該行使価額修正条項付新

株予約権付社債券等に係る累計の交付株式数(株)
560,000

当該中間会計期間の末日における当該行使価額修正条項付新

株予約権付社債券等に係る累計の平均行使価額等(円)
432

当該中間会計期間の末日における当該行使価額修正条項付新

株予約権付社債券等に係る累計の資金調達額(千円)
241,920

 

 
第７回新株予約権

 
中間会計期間

(2026年４月１日から2026年９月30日まで)

当該中間会計期間に権利行使された当該行使価額修正条項付

新株予約権付社債券等の数(個)
15,823

当該中間会計期間の権利行使に係る交付株式数(株) 1,582,300

当該中間会計期間の権利行使に係る平均行使価額等(円) 319

当該中間会計期間の権利行使に係る資金調達額(千円) 504,768

当該中間会計期間の末日における権利行使された当該行使価

額修正条項付新株予約権付社債券等の数の累計(個)
15,823

当該中間会計期間の末日における当該行使価額修正条項付新

株予約権付社債券等に係る累計の交付株式数(株)
1,582,300

当該中間会計期間の末日における当該行使価額修正条項付新

株予約権付社債券等に係る累計の平均行使価額等(円)
319

当該中間会計期間の末日における当該行使価額修正条項付新

株予約権付社債券等に係る累計の資金調達額(千円)
504,768
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(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2026年７月21日
（注）１

9,999 2,921,798 1,279 147,710 1,279 325,547

2026年８月１日
（注）２

― 2,921,798 △96,430 51,279 △324,267 1,279

2026年４月１日～
2026年９月30日
（注）３

1,712,300 4,634,098 281,399 332,679 281,399 282,679

 

(注) １．譲渡制限付株式報酬制度としての新株発行による増加であります。

 発行価格　 　 　256円

 資本組入額　　　128円

 割当先　当社取締役４名

２．2026年６月22日開催の第20回定時株主総会決議において、会社法第447条第１項及び会社法第448条第１項の

規定に基づき、資本金を96,430千円（減資割合44.50％）、資本準備金を324,267千円減少（減資割合

82.19％）し、その他資本剰余金に振り替えたものであります。

３．新株予約権の行使による増加であります。

４．当中間連結会計期間の末日から提出日の前月末現在（2026年10月31日）までの間に、第７回新株予約権（行

使価額修正条項付）の一部行使が行われました。

　　新株予約権の行使により発行した株式の概要は以下のとおりであります。

(1)行使された新株予約権の個数：2,910個

(2)増加した株式の種類及び株式：普通株式　291,000株

(3)資本金の増加額：30,650千円

(4)資本準備金の増加額：30,650千円

 
(5) 【大株主の状況】

2026年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
(自己株式を除
く。)の総数
に対する所有
株式数の割合
(％)

東京センチュリー株式会社 東京都千代田区神田練塀町３番地 750,000 16.19

ＮＯＭＵＲＡ ＩＮＴＥＲＮＡＴＩ
ＯＮＡＬ　ＰＬＣ　Ａ／Ｃ
ＪＡＰＡＮ　ＦＬＯＷ
（常任代理人　野村證券株式会
社）

１ＡＮＧＥＬ　ＬＡＮＥ，ＬＯＮＤＯＮ，Ｅ
Ｃ４Ｒ　３ＡＢ，ＵＮＩＴＥＤ　ＫＩＮＧＤ
ＯＭ
（東京都中央区日本橋１丁目１３－１）

286,000 6.17

ＧＰ上場企業出資投資事業有限責
任組合

東京都目黒区自由が丘２丁目１６―１２ＲＪ
３

120,200 2.59

篠崎　明 神奈川県横浜市金沢区 101,100 2.18

ＴＫＳアセットマネジメント株式
会社

東京都港区南青山１丁目１５-３３ 100,000 2.15

モルガン・スタンレーＭＵＦＧ証
券株式会社

東京都千代田区大手町１丁目９番７号大手町
フィナンシャルシテイサウスタワー

95,700 2.06

藤田　健治 東京都港区 93,313 2.01

宮崎　琢磨 東京都渋谷区 74,224 1.60

株式会社ネットワールド 東京都千代田区神田神保町２丁目１１－１５ 63,340 1.36

日中ブリッジ株式会社 東京都千代田区神田和泉町１－１３－１５ 62,700 1.35

計 ― 1,746,577 37.71
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   2026年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 3,300

 

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 4,625,300
 

46,253

完全議決権株式であり、
権利内容に何ら限定のな
い、当社における標準と
なる株式であります。単
元株式数は100株でありま
す。

単元未満株式 普通株式 5,498
 

― ―

発行済株式総数 4,634,098 ― ―

総株主の議決権 ― 46,253 ―
 

(注)　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式29株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

2026年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
ビープラッツ株式会社

東京都千代田区神田練塀町
３番地

3,300 ― 3,300 0.07

計 ― 3,300 ― 3,300 0.07
 

 

EDINET提出書類

ビープラッツ株式会社(E33825)

半期報告書

15/31



 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当中間会計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

 
(1) 新任役員

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)
就任年月日

監査役 土森　俊秀 1972年５月31日

2001年10月 弁護士登録
柳田野村法律事務所
（現柳田国際法律事務所）　入所

(注)２ ― 2026年６月22日

2006年８月 米国イリノイ州
Northwestern University School of
Law（LL.M.）留学

2010年３月 栗林総合法律事務所　入所

2015年９月 大和証券レジデンシャル・プライ
ベート投資法人　監督役員（現任）

2018年３月 大和証券ホテル・プライベート投資
法人　監督役員（現任）

2018年５月 奥・片山・佐藤法律事務所　入所
（現任）

2024年12月 株式会社伝食　社外取締役（現任）

2026年６月 当社　監査役（現任）
 

(注) １．監査役土森俊秀は、社外監査役であります。

２．監査役の任期は、就任の時から、2029年３月期に係る定時株主総会終結の時までであります。
 
(2) 退任役員

役職名 氏名 退任年月日

取締役 吉田　浩二 2026年６月22日

監査役 平田　幸一郎 2026年６月22日
 

 
(3) 異動後の役員の男女別人数及び女性の比率

男性9名　女性―名 （役員のうち女性の比率―％）
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第４ 【経理の状況】

 

１．中間連結財務諸表の作成方法について

当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間(2026年４月１日から2026年９月30

日まで)に係る中間連結財務諸表について、史彩監査法人による期中レビューを受けております。

なお、当社の監査法人は次のとおり交代しております。

第20期連結会計年度 有限責任監査法人トーマツ

第21期中間連結会計期間 史彩監査法人
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１ 【中間連結財務諸表】

(1) 【中間連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 291,602 722,596

  売掛金 97,187 67,249

  貯蔵品 47 56

  その他 21,682 18,403

  流動資産合計 410,520 808,306

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物 4,510 4,510

    減価償却累計額 △4,510 △4,510

    建物（純額） 0 0

   工具、器具及び備品 29,261 28,594

    減価償却累計額 △29,261 △28,416

    工具、器具及び備品（純額） 0 178

   有形固定資産合計 0 178

  無形固定資産   

   ソフトウエア 0 0

   ソフトウエア仮勘定 - 0

   無形固定資産合計 0 0

  投資その他の資産 275 168

  固定資産合計 275 346

 資産合計 410,795 808,652
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 9,927 7,159

  短期借入金 250,000 250,000

  1年内返済予定の長期借入金 92,202 59,902

  未払金 35,509 31,482

  未払法人税等 2,726 2,540

  株主優待引当金 32,765 -

  その他 68,694 42,737

  流動負債合計 491,824 393,820

 固定負債   

  新株予約権付社債 300,000 300,000

  長期借入金 64,706 36,540

  資産除去債務 1,516 1,517

  固定負債合計 366,222 338,057

 負債合計 858,046 731,878

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 146,430 332,679

  資本剰余金 324,267 282,679

  利益剰余金 △917,082 △538,051

  自己株式 △1,825 △1,825

  株主資本合計 △448,209 75,480

 新株予約権 958 1,293

 純資産合計 △447,251 76,774

負債純資産合計 410,795 808,652
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(2) 【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

           (単位：千円)

          前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
　至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
　至 2026年９月30日)

売上高 336,842 315,653

売上原価 222,915 72,355

売上総利益 113,927 243,298

販売費及び一般管理費 ※  180,635 ※  180,985

営業利益又は営業損失（△） △66,708 62,312

営業外収益   

 受取利息 217 426

 雑収入 707 278

 営業外収益合計 924 704

営業外費用   

 支払利息 5,499 4,139

 社債利息 2,083 2,262

 社債発行費 2,663 -

 新株予約権発行費 - 7,351

 株式交付費 30 1,766

 その他 104 1,370

 営業外費用合計 10,381 16,890

経常利益又は経常損失（△） △76,165 46,126

特別利益   

 固定資産売却益 1,780 -

 特別利益合計 1,780 -

特別損失   

 減損損失 - 87,448

 特別損失合計 - 87,448

税金等調整前中間純損失（△） △74,385 △41,322

法人税、住民税及び事業税 636 345

法人税等調整額 11,515 -

法人税等合計 12,152 345

中間純損失（△） △86,537 △41,667

親会社株主に帰属する中間純損失（△） △86,537 △41,667
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【中間連結包括利益計算書】

           (単位：千円)

          前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
　至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
　至 2026年９月30日)

中間純損失（△） △86,537 △41,667

中間包括利益 △86,537 △41,667

（内訳）   

 親会社株主に係る中間包括利益 △86,537 △41,667
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(3) 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
　至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
　至 2026年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前中間純損失（△） △74,385 △41,322

 減価償却費 135,855 8

 減損損失 - 87,448

 固定資産売却益 △1,780 -

 株式報酬費用 3,894 1,819

 社債発行費 2,663 -

 新株予約権発行費 - 7,351

 受取利息及び受取配当金 △217 △426

 支払利息 5,499 4,139

 社債利息 2,083 2,262

 株主優待引当金の増減額(△は減少) - △32,765

 売上債権の増減額（△は増加） 18,021 29,937

 棚卸資産の増減額（△は増加） △274 △8

 仕入債務の増減額（△は減少） △1,536 △2,768

 前払費用の増減額（△は増加） 3,481 2,990

 未払金の増減額（△は減少） 116 △4,139

 未払費用の増減額（△は減少） 3,419 1,216

 前受収益の増減額（△は減少） △458 △103

 未払消費税等の増減額（△は減少） 14,069 △26,032

 預り金の増減額（△は減少） △584 △232

 その他 4,607 3,335

 小計 114,476 32,711

 利息及び配当金の受取額 217 426

 利息の支払額 △6,822 △7,615

 法人税等の支払額 △995 △612

 法人税等の還付額 10 58

 営業活動によるキャッシュ・フロー 106,887 24,967

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の売却による収入 1,780 -

 有形固定資産の取得による支出 - △187

 無形固定資産の取得による支出 △96,030 △87,336

 その他 1,026 -

 投資活動によるキャッシュ・フロー △93,223 △87,523

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入れによる収入 250,000 350,000

 短期借入金の返済による支出 △300,000 △350,000

 長期借入金の返済による支出 △174,790 △60,466

 新株予約権付社債の発行による収入 292,213 -

 新株予約権の行使による株式の発行による収入 - 559,162

 株式の発行による支出 △30 -

 新株予約権の発行による収入 1,388 -

 新株予約権の発行による支出 - △5,146

 財務活動によるキャッシュ・フロー 68,781 493,549

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 82,445 430,994

現金及び現金同等物の期首残高 68,058 291,602

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※  150,504 ※  722,596
 

 

EDINET提出書類

ビープラッツ株式会社(E33825)

半期報告書

22/31



【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

当社グループは、2024年３月期より３期連続で営業損失、経常損失、親会社株主に帰属する当期純損失を計上

し、当中間連結会計期間においては、62,312千円の営業利益、46,126千円の経常利益を計上した一方で、特別損失

としてソフトウエア仮勘定（無形固定資産）に係る減損損失87,448千円を計上したことを主因として、親会社株主

に帰属する中間純損失41,667千円を計上しており、継続的かつ安定的な収益基盤の確立には至っておりません。

以上により、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しております。当社グループ

では、これらの状況を解消するため、以下の対応策を実施してまいります。

 
(a)収益力の改善（既存事業の競争力強化／M&Aの実施）

これまでの取り組みとしては、2025年４月より既存顧客に対する月額固定料の20％値上げを行うなど

「Bplats® Platform Edition」の提供価格の改定、顧客専用環境運用に係る業務委託費の確保などにより、売上

高拡大を図っており、１契約あたりのストック収入平均単価は着実に増加傾向にあります。また、前期首より営

業所管部門を再編することにより営業力の増強を実施し、大型開発案件の獲得に注力しております。また、当社

の安定的な収益源である光コラボレーション事業者支援システムを刷新しマーケットを拡大すべく「Bplats®

Collabo」として2025年10月より提供開始するなど、新たなマーケットへの取り組みや製品投入による売上高拡

大に努めております。

今後の短期的な取り組みとしては、中核事業である主力製品汎用型サブスクリプション統合プラットフォーム

「Bplats® Platform Edition」のサービス展開において、急速に市場参入が相次ぐ「生成AIサービス事業者」向

けのAIマネタイズ支援「AI×Monetization」という新たな取り組みを既に始めておりますが、今後一層強化して

まいります。この取り組みにおいては、前連結会計年度の第４四半期連結会計期間において、１社に対する初期

費用としては創業以来最大規模の受注額となる大型案件を生成AIサービス事業者から獲得し、既に具体的な成果

が出始めております。2026年７月には、AIエージェント本格導入を支援する技術特化型企業による「AI導入支援

コンソーシアム」を発足し、同コンソーシアム会員企業のサービスや商品をワンストップで紹介するマーケット

プレイスを公開しております。また、同コンソーシアム会員企業でもあるクウジット株式会社とは、AI設計支援

基盤の構築業務支援に関する事業提携契約を締結し、サービス提供を開始しております。創業以来培ったサブス

クリプション課金ビジネスのノウハウを生成AI特有の複雑な料金計算・請求管理へと応用することで、国内にお

ける生成AIサービスの事業化と市場拡大を支援しながら、収益力の向上を図ってまいります。

今後の中長期的な取り組みとしては、中核事業としております主力製品汎用型サブスクリプション統合プラッ

トフォーム「Bplats® Platform Edition」の展開に加え、IoT事業やDX事業を自社事業の取り組みの一部として

取り組む企業などとの連携による「Bplats® Platform Edition」を活用した新ビジネス創出等により、収益ポー

トフォリオの拡大を検討してまいります。当社との事業シナジーのある事業会社をターゲットとしたM&A及び資

本業務提携を含めた戦略的な事業拡大を通じて、当社グループ全体として持続的な収益構造の改善と企業価値の

向上を実現し、損益の改善を目指します。

 
(b)各種コスト削減施策の強化及び推進

売上原価において、収益圧迫要因となっていた通信インフラコストについては大幅な削減が実現しており、既

に削減後の水準で安定的に推移しておりますが、当連結会計年度においても調達の最適化等を行うことにより更

なる削減に取り組んでまいります。また、厳選採用や組織統合・人員配置換え等による労務費・人件費・採用教

育費の削減、開発案件に応じた外注加工費（SES）の削減等の具体的なコスト削減を継続的に実施しており、一

定の効果は実現しておりますが、当連結会計年度についてはAI活用による品質向上・開発効率の向上及び全社的

な業務効率化の徹底により、更なるコスト管理を実現し、黒字体質への転換を目指してまいります。

 
(c)戦略的事業パートナーとの資本業務提携等による財務基盤強化

当社は、前連結会計年度において第６回新株予約権の発行とその一部行使、及び第１回無担保転換社債型新株

予約権付社債の発行により、キャッシュ・フロー改善と資本増強を実施しております。加えて、2026年５月29日

開催の取締役会において、第７回新株予約権（行使価額修正条項付）を発行することについて決議し、2026年６

月15日付にて払込手続が完了しております。当中間連結会計期間においては、第６回及び第７回新株予約権の権

利行使が進捗し、合計で560,928千円の資金調達が実施されております。この結果、当中間連結会計期間末にお

ける現預金残高については722,596千円となり、短期有利子負債残高を大幅に上回る水準に到達しております。

また、当中間連結会計期間末の純資産の残高は76,774千円となり、債務超過を解消しております。これら新株予
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約権及び新株予約権付社債の割当先であるGP上場企業出資投資事業有限責任組合の管理・運営を行うグロース

パートナーズ株式会社とは事業提携契約を締結して各種の経営支援を受けております。

また、同社に限らず新たな事業面での戦略的パートナーとの連携など各種資本政策及び資金調達に関する諸施

策を幅広く検討してまいります。当社グループは、これらの対応により、資本増強や財務基盤の改善に取り組ん

でまいります。

 
しかしながら、これらの対応策は進捗の途上であり、今後の事業計画における売上高及び営業キャッシュ・フ

ローの獲得は外部環境要因に依存する部分も大きいことから、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性

が認められます。なお、中間連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、継続企業の前提に関する重要

な不確実性の影響を中間連結財務諸表に反映しておりません。

 

EDINET提出書類

ビープラッツ株式会社(E33825)

半期報告書

24/31



 

(中間連結損益計算書関係)

　※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 

 
前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
至 2026年９月30日)

給与手当 52,995千円 47,911千円

役員報酬 36,362千円 34,962千円
 

 
 
(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおり

であります。

 

 
前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
至 2026年９月30日)

現金及び預金 150,504千円 722,596千円
現金及び現金同等物 150,504千円 722,596千円

 

 

(株主資本等関係)

前中間連結会計期間(自 2025年４月１日 至 2025年９月30日)

１．配当金支払額

該当事項はありません。

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となる

もの

該当事項はありません。

 
３．株主資本の著しい変動

当社は、2025年６月19日開催の定時株主総会の決議に基づき、2025年８月１日付で減資の効力が発生し、資

本金を500,365千円、資本準備金を192,528千円減少し、その他資本剰余金に振り替えるとともに、その他資本

剰余金692,893千円を繰越利益剰余金に振り替え、欠損填補を実施しております。

 
当中間連結会計期間(自 2026年４月１日 至 2026年９月30日)

１．配当金支払額

該当事項はありません。

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となる

もの

該当事項はありません。

 
３．株主資本の著しい変動

当社は、2026年６月22日開催の定時株主総会の決議に基づき、2026年８月１日付で減資の効力が発生し、資

本金を96,430千円、資本準備金を324,267千円減少し、その他資本剰余金に振り替えるとともに、その他資本剰

余金420,698千円を繰越利益剰余金に振り替え、欠損填補を実施しております。

また、当中間連結会計期間において、第６回及び第７回新株予約権の権利行使による新株の発行、譲渡制限

付株式報酬としての新株の発行を行い、資本金及び資本準備金がそれぞれ282,679千円増加しております。

これらの結果、当中間連結会計期間末において資本金が332,679千円、資本剰余金が282,679千円、利益剰余

金が△538,051千円となっております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社グループの主たる事業はサブスクリプション事業であり、その他の事業の売上高、セグメント利益の金額

は、全事業セグメントの合計額に占める割合が著しく低いため、記載を省略しております。

 

(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、次のとおりであります。

　前中間連結会計期間（自　2025年４月１日 至　2025年９月30日）

    (単位：千円)

 
サブスクリプション事業

その他 合計初期費用
初期開発等

月額利用料等

一時点で移転される
財又はサービス

15,969 ― 1,650 17,619

一定の期間にわたり移転される
財又はサービス

― 316,408 2,815 319,223

顧客との契約から生じる収益 15,969 316,408 4,465 336,842

外部顧客への売上高 15,969 316,408 4,465 336,842
 

 
　当中間連結会計期間（自　2026年４月１日 至　2026年９月30日）

    (単位：千円)

 
サブスクリプション事業

その他 合計初期費用
初期開発等

月額利用料等

一時点で移転される
財又はサービス

15,980 ― 1,177 17,157

一定の期間にわたり移転される
財又はサービス

― 296,473 2,023 298,496

顧客との契約から生じる収益 15,980 296,473 3,200 315,653

外部顧客への売上高 15,980 296,473 3,200 315,653
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(１株当たり情報)

１株当たり中間純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
至 2026年９月30日)

１株当たり中間純損失（△） △35円02銭 △12円28銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する中間純損失（△）(千円) △86,537 △41,667

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純損
失（△）(千円)

△86,537 △41,667

普通株式の期中平均株式数(株) 2,471,197 3,393,037

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１
株当たり中間純利益の算定に含めなかった潜在
株式で、前連結会計年度末から重要な変動が
あったものの概要

第６回新株予約権
（1,388,800株）

第１回新株予約権付社債
（694,400株）

第６回新株予約権
（828,800株）
第７回新株予約権
（422,800株）

 

(注)潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式は存在するものの、１株当たり中間純損失であるた

め、記載しておりません。

 
(重要な後発事象)

(新株予約権の行使）

　2026年10月１日から2026年11月12日までの間に、当社が発行した第７回新株予約権について権利行使がありまし

た。当該新株予約権の権利行使の概要は以下のとおりであります。

銘柄名
ビープラッツ株式会社
第７回新株予約権

(1) 行使された新株予約権の個数 4,210個

(2) 発行した株式の種類及び株式数 普通株式　421,000株

(3) 行使価額の総額 82,390千円

(4) 資本金増加額 41,426千円

(5) 資本準備金増加額 41,426千円
 

 
　以上により、2026年11月12日現在の発行済株式総数は5,055,098株、資本金は374,105千円、資本準備金は324,105千

円となっております。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

　該当事項はありません。
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独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

   
 

2026年11月12日

ビープラッツ株式会社

取締役会 御中
 

 

史彩監査法人  
東京都港区  

 

　

指定社員

業務執行社員
 公認会計士 山口　大希  

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士 福田　健太郎  

 

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているビープラッツ株

式会社の2026年4月1日から2027年3月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2026年4月1日から2026年9月30日ま

で）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中間

連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、期中連結財務諸表に係る我が国において

一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ビープラッツ株式会社及び連結子会社の2026年9月30日現在の

財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載

されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用

される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任

を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 
継続企業の前提に関する重要な不確実性

継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は、前連結会計年度まで3期連続して営業損失、経常損

失、親会社株主に帰属する当期純損失を計上し、当中間連結会計期間においては、営業利益、経常利益を計上した一方

で、特別損失としてソフトウェア仮勘定に係る減損損失を計上したことを主因として、親会社株主に帰属する中間純損

失を計上しており、継続的かつ安定的な収益基盤の確立には至っていない。これらの状況により、継続企業の前提に重

要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しており、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認め

られる。なお、当該事象又は状況に対する対応策及び重要な不確実性が認められる理由については当該注記に記載され

ている。中間連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な不確実性の影響は中間連結財務

諸表に反映されていない。

当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。

 
その他の事項

会社の2026年3月31日をもって終了した前連結会計年度の中間連結会計期間に係る中間連結財務諸表及び前連結会計年

度の連結財務諸表は、それぞれ、前任監査人によって期中レビュー及び監査が実施されている。前任監査人は、当該中

間連結財務諸表に対して、2025年11月14日付けで無限定の結論を表明しており、また、当該連結財務諸表に対して2026

年6月17日付けで無限定適正意見を表明している。

 
中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中
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間連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財

務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切

であるかどうかを評価し、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づ

いて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

 

中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レ

ビュー手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が

認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、期中連結財務諸表に係る我

が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項

が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レ

ビュー報告書において中間連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結

財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが

求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状

況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる

企業会計の基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた

中間連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示して

いないと信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・ 中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監

査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発

見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
　

 

(注) １．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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